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行政事業レビュー実施要領（令和５年３月３１日改正。行政改革推進会議）（抄） 
 

第３部 基金の点検等 

各府省庁は、基金について、毎年度、以下の取組を通じ透明性を確保するとともに、基

金事業の進捗や効果等の検証を踏まえ、執行の改善や余剰資金の国庫返納につなげる余剰

資金の有無等に係る厳格な点検を行うものとする。また、各府省庁は、国からの出資によ

り事業を実施している場合には、毎年度、執行状況等を分かりやすい形で公表するものと

する。 

 

１ 基金シート（基金点検票）について 

（１）基金シート等の作成、公表 

各府省庁は、基金のうち、公益法人等に造成された基金について、以下の定め及び別

途事務局が定める様式等により、基金シート及び公益法人等に造成された基金の執行

状況一覧表（以下「一覧表」という。）を作成し、基金シート及び「一覧表」を公表す

るものとする。 

なお、「補助金等の交付により造成した基金等に関する基準」（平成 18 年８月 15 日

閣議決定。以下「基金基準」という。）に基づく見直しの状況等については、基金シー

トにおいて明示するものとする。 

 

（２）基金シートの作成対象となる基金 

基金シートの作成の対象となる基金は、次の①～④の全ての条件に該当するものと

する（第３部２（１）～（４）により地方公共団体等保有基金執行状況表を作成、公表

している基金を除く。）。 

① 造成の原資 

国から交付された資金（補助金・交付金・貸付金・拠出金等）の名称や資金の交付

方法（直接交付・間接交付）の別を問わず、国から交付された資金（地方交付税交付

金を除く。）の全部又は一部を原資として造成したものであること。 

 

② 資金の保有期間等 

次のア～ウのいずれかに該当するものであること。なお、保有される資金の名称

（○○積立金、○○勘定、○○資金等）の如何は問わない。 

ア 国から資金の交付を受けた年度内に当該資金の全額を支出せず、次年度以降にか

けて支出することを目的として保有されているもの（独立行政法人、国立大学法人

及び大学共同利用機関法人（以下「独立行政法人等」という。）に係る運営費交付

金債務を除く。）。 

イ 上記目的の如何にかかわらず、２年を超えて資金が保有されているもの。 

ウ 資金の保有の有無にかかわらず、貸付等（出資を含む。以下同じ。）の事業を実

施するもののうち、返済等を原資として複数年度にわたり再度又は繰り返して貸付

等を行うもの。 

資料２ 
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③ 基金残高 

次のア～ウのいずれかに該当するものであること。 

ア 前年度末に基金残高を有するもの（既に廃止が決定されたが国庫返納をせず残高

を有しているものを含む。）。 

イ 基金事業の終了や国庫返納等に伴い前年度中に基金残高が無くなったもの（新規

募集の終了後、補助事業者の成果報告や財産処分等の完了後の事務処理など後年度

において費用が発生する事務のみを実施するもの等を含む。）。 

ウ 前年度末に基金残高を有していないが、基金を原資とする貸付等の残高を有する

もの。 

 

④ 基金の造成法人等 

国から直接交付又は間接交付された資金により次に掲げる法人等に造成したもの

であること。 

・独立行政法人等、特別民間法人、公益法人、一般法人、特殊法人、認可法人、特定

非営利活動法人、株式会社、法人格のない組合等 

 

（３）基金シートの担当府省庁 

基金シートの作成・公表の担当府省庁は、次のとおりとする。 

①  基金の造成に充てられた資金を予算計上した府省庁が、当該基金の基金シートの

作成・公表等を行う。また、複数の府省庁において、同一の基金事業に係る資金が

予算計上（共管）されている場合は、記載内容について相互に調整した上で、それ

ぞれ基金シートを公表する。 

 

②  復興庁で計上した予算について、各府省庁からの資金交付により、基金が造成さ

れた場合は、各府省庁の協力を得て、復興庁において取りまとめて公表する。他の

移替経費についても予算を計上した府省庁が取りまとめて公表する。 

 

（４）基金シート等の公表の時期等 

① 公表時期 

各府省庁において作成した基金シートについて、９月末を目途に公表を行う。また、

「一覧表」は基金シートと併せて公表する。 

 

② 公表単位 

・基金事業別に基金シートを作成するものとする。なお、基金事業の単位の整理に当

たっては、国民への分かりやすさや余剰資金の有無の検証可能性等に配意し、適切

な基金事業の単位を設定するものとする。 

・公表に当たっては、基金と基金事業との対応が明確になるよう同じ基金で実施して

いる基金事業をまとめて掲載するなど、一覧性に配意するものとする。 
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（５）基金シートを通じた基金の点検等 

各府省庁における基金シートを通じた基金の点検に当たっては、「基金基準」及び「基

金の再点検について」（行政改革推進会議取りまとめ）を踏まえ、以下のとおり厳格に

点検を実施し、執行の改善や余剰資金の国庫返納を行うものとする。 

① 基金の点検等 

ア 事業目的達成に向けて、効果的、効率的に基金事業が実施されているかについて

厳格に検証を行う。 

イ 「保有割合」の基礎となる事業見込みに合理性や現実性を欠くことがないよう過

去の執行実績や具体的な需要等を基に、精度の高い事業見込みを算定し、これに基

づく「保有割合」の計算を実施する。 

ウ 将来に発生し得る損失への備えを目的とした事業については、当該事業で備える

べき損失の範囲（対象とする期間や、経費の内容等）を明確にした上で、当該損失

に応じた合理性ある事業見込みを算定し、これに基づく「保有割合」の計算を実施

する。 

エ 執行促進を目的として事業執行期間中に行う条件緩和や制度拡充には厳格に対

応し、原則として余剰資金を国庫返納させるとともに、終了期限の延長についても、

同様に厳格に対応する。 

オ 個別具体の事業を基金方式により実施することの必要性については、個々の事業

の性質に応じて適切に判断する。特に、以下の３類型に該当しない事業については、

基金方式によることなく実施できないか真摯に検討する。 

・不確実な事故等の発生に応じて資金を交付する事業 

・資金の回収を見込んで貸付け等を行う事業 

・事業の進捗が他の事業の進捗に依存する事業 

カ 需要の大幅な減少等により低調な執行が継続している基金事業（特に、支出が管

理費のみとなっている基金事業）は、意義や有効性に問題があると考えられる。レ

ビューシートや基金シートにおける成果目標の達成状況などを踏まえ、廃止を含め

基金事業の在り方について検討する。 

 

② 基金の設置法人等の適格性の点検 

基金を造成する法人等の適格性を担保する観点から、基金の設置法人等の選定につ

いて以下のとおり点検を行うものとする。 

ア 基金を新設した場合における基金の設置法人等の申請条件や審査項目、選定経緯

について、他事業に比べて過度に制限的になっていないか、事業執行能力の審査が

適切に実施されているか等の観点から点検する。 

イ 既設の基金について、基金の大幅な積み増しにより事業量が拡大した場合や所期

の円滑な業務運営が実現しない場合等、必要に応じ基金の設置法人等の適格性を点

検する。 
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③ 基金への拠出時期・額の適切性の点検 

基金の効率的な活用を図るため、基金へ拠出を行う場合、基金への拠出時期及び額

が、事業の性質に応じて年度当初の一括交付が必要であったか、基金事業の実施状況

に応じたものとなっているかについて基金シートにおいて明らかにする。 

 

（６）外部有識者による点検 

外部有識者による点検は、外部性を確保し客観的かつ具体的で厳格な検証を行うこ

とを目的に、第３部１（５）を踏まえて実施するものである。 

① 外部有識者による点検 

チームは、原則全ての基金事業について第２部２（１）で選任した外部有識者に点

検を求めるものとする。 

チームは、外部有識者による点検の結果を外部有識者の所見として、基金シートの

所定の欄に記入する。 

 

② 点検対象基金事業 

全ての基金事業について、外部有識者による点検を行うことを原則とするが、個別

の基金事業の性質や執行状況に加え、過去の指摘等を踏まえ、アウトカムの目標年度

時や事業終了年度の翌年度等、一定の期間ごとに重点的に実施する対応も可とする。 

 

（７）チームによる点検 

チームによる点検は、外部有識者による点検結果も踏まえつつ、基金所管部局の指導

を行い、基金事業全体について点検・改善につなげるものである。 

チームは、点検結果を所見として、所見に至った過程・理由とともに、基金シート  

の所定の欄に具体的に記入する。 


